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フィリピンの経済再建計画

嘉数啓

1986年２月の大統領選挙を契機として起こったマルコスからコラソン・ア

キノヘの政権交替は、「二月革命（FebruaryRevolution)｣、「民衆の力によ

る革命（PeoplesPowerRevolution)」、或は政変の舞台となった道路の名

前をとって「ＥＤＳＡ革命」ともよばれている。「２月革命」からすでに１

年半余りが経過した。その間、旧体制派に属するエンリレ国防長官の解任、

国民の高い支持率（76％）による新憲法の承認、総選挙での圧倒的勝利を獲

得して、アキノ政権は確実に政治的安定化へ向かって進んでいる。新人民軍

と軍部・国家警察軍との衝突を除けば、国民の関心はマルコスとそのクロー

ニーズ（取り巻き）によって根こそぎにされている経済の再建に移っている。

本稿の目的は、マルコス政権下における経済の危機的構造を概観し、コラ

ソン政権下で策定され、1987年１月に公表された「フィリピン中期経済計画、
（１）

1987-1992（Medium-TermPhilippineDevelopmentPlan,1987-1992)」を

批判的に検討することである。

Ｉフィリピン経済危機の構造

ベニグノ゜アキノ元上院議員（現大統領の夫）が決死の覚悟で帰国した1983

本稿は1987年２月１７日、フィリピン大学経済学部（ＵＰ）における特別セミナー

"JapaneseViewsonMeduim-TermPhilippineDevelopmentPlanl987-1982'，

にもとづいている。コメントを頂いたＵＰの同僚達、特にＨａｒｒｙＴＯｓｈｉｍａ教授

に感謝する。なお本稿は87年９月11日、仙台市で開催される第46回国際経済学会全国大

会にて報告の予定である。
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経済研究（第34号）

年のフィリッピン経済は戦後最大の危機的状況にあった。アキノの暗殺事件

はその危機的状況を政治、経済の両面からさらに悪化させ、２０年にわたるマ

ルコス政権の崩壊へとつながったことは周知の通りである。

フィリピン経済は50年代末、６０年代初頭、７０年代初頭と戦後いくつかの国

際収支危機に見舞われたことがあったが、８０年代の経済危機は、その規模と

深刻さにおいて、従来のそれを遙かに凌ぐものであった。ここでこの経済危

機の構造とその要因を概観しておこう。

１．１９５０年代はアジアの優等生

スペイン（1565～1898年）、アメリカ（1898～1945年）の植民地統治、曰

本軍の占領（1942～45年）を経て、1946年に独立したフィリピンは、アメリ

カの戦災復興援助とそれに続く米比特恵通商協定（Laurel-LangleyAgree-

ment）の下で50年代初頭にはすでに戦前の経済水準を回復していた。Harry

T・Ｏｓｈｉｍａ教授の推計によると、1950年のフィリピンの－人当たりＧＮＰは

150ドルで、よく比較されるタイの倍近くに達し、曰本（190ドル）に迫る勢
（２）

いであっﾌﾟt二（表１）。砂糖、ココナツ、鉱産物等の一次産品輸出の好調と急

速な工業化に支えられて、５０年代のフィリピンのドル表示の－人当たりＧＮＰ

は、アジアでは曰本（6.6％）、ホンコン（４５％)、ビルマ（４３％）台湾（４

％）に次ぐ年率3.6％で成長し、東南アジアの「ショーウインドー」とさえよ

ばれた。特に、種々の保護・優遇措置を背景に推進された輸入代替政策によっ

て工業は急成長し、工業化率（ＧＤＰに占める製造業の割合）は50年の13％

から60年には18％へと上昇した。

しかし50年末から、国内市場が輸入代替によって飽和に達するにつれて内

向き（inward-looking）の工業化政策の行き詰まりが表面化した。工業成長

率は鈍化し、６０年代初頭にはすでにＧＤＰの成長率を下回っていた（表２）。

輸入代替が持続的に発展するには、人口の７割強を占める農村市場への拡大

が不可欠だが、実際にはその逆の方向に進んだ。５０年代後半からの10年間の
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フィリピンの経済再建計画（嘉数啓）

表１アジア諸国における－人当たり所得の成長率

一人当たりＧＮＰ（ﾄﾞﾉﾚ）－人当たりＧＮＰ年平均成長率（％）

１９５０１９８０５０年代６０年代７０年代1950~80年平均

東アジア

日本

韓国

台湾

ホンコン

シンガポール

155

190(1)

７０(1)

110

250

4,446

9,890

1,520

2,150

4,240

4,430

３．９

６．６

３．１

４．０

４．５

１．３(2)

岡
一
Ⅲ
肌
卵
朋
町

Ｍ
｜
虹
Ｍ
Ｍ
Ｍ
汀

Ⅲ
｜
朋
阿
〃
Ⅱ
肌

東南アジア

マレーシア

タイ

インドネシア

フィリピン

180

310(1)

８０(1)

８５３

１１６２０

６７０

４３０

６９０

川
一
Ｍ
川
岨
Ⅲ

型
剛
卯
川
皿

州
一
朋
肛
阿
川

型
Ｍ
如
畑
帥

150(1)

南アジア

インド

バングラデシュ

ビルマ

スリランカ

ネパール

73
-

60(1)

190

240

130

170

270

140

2.2
-

1.9

胴
一
Ｍ
ｎ
Ｍ
恥
Ⅲ

型
Ｍ
Ｍ
Ｍ
川
Ⅱ

咽
｜
出
川
Ｍ
Ｍ
Ｍ

５０(1)

110(1)

４３

１．３

１．２

注：(1)1952～54年平均の国民純生産（ＮＮＰ)．(2)1956～60年．

－はデータが利用可能でないもの。

資料：ＨａｒｒｙＴ・Oshima，“SectorSourcesofPhilippinePostwarGrowth,”
JozL7"αＺｑ/PMippmeDeUeZOpme"t，lstSemester，1983.
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経済研究（第34号）

表２フィリピンの主要経済指標、1946～1971年

（年平均成長率、％）

1946-19501951-19551956－19601961-19651966-1971

総人口

国内総生産（ＧＤＰ）

第一次産業

鉱業

製造業

建設業

その他の産業

一人当たりＧＤＰ

2.3

19.9

12.4

70.3

50.5

38.1

16.９

１７．１

３．１

８．１

７．２

１２．０

１２．１

－２．７

９．１

４．９

１
０
０
４
７
３
９
９

巳
●
０
●
●
■
●
●

３
５
３
８
７
０
５
１

０
６
２
５
０
０
５
１

●
●
、
●
●
●
●
５

３
５
４
４
４
８
５
２

０
０
７
９
９
９
２
９

●
●
●
●
。
●
●
●

３
６
５
９
５
１
５
２

１

資料：Baldwin（文献３）、ｐ、５５より作成。

農業成長率は人口増加率をかろうじて吸収する程度であった。農村部の都市

部に対する国内交易条件は、商品によっては国際価格より400％も高い国内保

護企業製品の購入によって大幅に悪化した。農村と都市の所得格差の拡大は、

前者から後者への大量のしかも持続的な労働移動を引き起こしたが、それら

が過度に資本集約化された工業部門に吸収されず、トンドを中心とするマニ

ラのスラムに集積した。さらに、よく指摘されていることだが、外貨節約の

目的でスタートした輸入代替工業化は資本財等の輸入の増大と同時に一次産

品生産のコスト高につながって輸出を抑制し、結果的には貿易収支の悪化を

招いて、国内購買力の低下につながったことである（これらの諸点に関して
（３）（４）

はＲＥ・Baldwin、Ｊ・ＨＰｏｗｅｒ＆ＧＰ・Sicatの優れた分析を参照)。

幼稚産業保護論からも明のように、競争原理を前提とした輸入代替工業化

政策が成功するには、民間企業よりもクリーンでしかも能率のよい政府の存

在が不可欠である。だがポールドウインが指摘しているように、政府と一部

特権グループによって推進された輸入代替工業化は、癒着と腐敗が構造化し

たフィリピンの特異な政治。社会風潮をますます強化した。
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フィリピンの経済再建計画（嘉数啓）

２．マルコス政権下の経済危機

５０年代末に始まる輸入代替政策の挫折に伴う経済危機に対処するために、

ガルシア政権に代わって1962年に政権の座についたマカパガル政権は、社会

経済５カ年計画を策定し、貿易自由化、積極的な外資導入政策を打ち出し、

ペソの切り下げを実施した。しかしすでに既得権益を強固にしていた国内企

業保護派の抵抗と外貨節約のための金融引き締めに直面して、経済停滞を打

開することは出来なかった。

マカパガル政権を引き継いで登場したのがマルコス政権（1966～1986年２

月）であった。マルコス政権下の経済パーフォーマンスについては、フィリ

ピン大学経済学部のグループによる『フィリピン経済危機の分析（ＡｎＡｎａ－
（５）

lysisofthePhilippineEconomicCrisis)、1984年』｜こ詳細に分析されて

いる。以下はその分析にもとづいている。

マルコス政権は就任と同時に経済４ケ年計画（1967～70）を策定し、輸入

代替化政策の深化、工業製品の輸出促進、外資奨励法、輸出加工区法等の制

定による積極的外資導入策を打ち出した。これらの一連の政策は輸入代替を

柱としながらも「輸出志向戦略（export-orientedstrategy)」と呼ばれた。

しかし実際には工業生産も輸出も期待した程には振わず、貿易収支は逆に1965

年～69年にかけて大幅に悪化し、深刻な外貨危機に見舞われた。ちなみに、

1970年の製造業雇用の割合（12％）は1960年と全く同じで、純外貨準備（net

foreignexchangereserves）は60年の約２億ドルから69年にはマイナス８千

万ドルに激減した。６９年末の対外累積債務は約20億ドル、その元利返済額は

輸出総額の半分にも達していた。７０年にはＩＭＦ、外国銀行団からの緊急融

資を条件に、緊縮財政。金融引き締めの実施、ペソのフロート制への移行

(実質的な切下）を断行せざるを得なかった。特権グループによって推進され

た輸入代替工業を需要面から支えることを意図した拡張的な財政・金融政策

はく国内の貧富の差の拡大をもたらしたものの、農村やスラム地域の基盤整

備にもばらまかれて、大衆の不満を吸収する効果があった。しかしＩＭＦの
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経済研究（第34号）

勧告を受けて実施された引き締め政策とペソの切り下げに伴う二ケタ台のイ

ンフレは、貧困層を直撃しただけでなく、外部依存の経済運営に対する不満

が新左翼を中心に爆発し、1972年９月、戒厳令を布告せざるを得なかった。

戒厳令によって議会を廃止したマルコス政権は強大な権力を握ることにな

るが、開発戦略は従来の輸入代替工業化、積極的な外資導入による製造品輸

出の促進、主要農産物の自給化等、むしろ従来の路線を強化するものであっ

た。1973年暮れの第一次石油ショックは非産油国であるフィリピン経済を直

撃したが、同時に一次産品価格の上昇、ペソの切り下げによる非伝統的な製

造品の輸出が急増し、一時的ではあったが貿易収支は逆に改善した。さらに

実質金利がマイナスのオイル・マネーが還流し、種々の政府開発プロジェク

トを容易にファイナンスすることが出来た。1973年～79年の実質経済成長率

は年率６％台を記録し、他の発展途上国平均を上回った。しかしこの相対的

に高い成長率を支えたのは、年平均22％の率で増大した建設業であった。そ

の間の製造業の伸び率は60年代より低い５％であった。農業も米の自給化運

動（マサガナ99）と部分的な農地改革の実施もあって、６０年代より若干伸び

たに過ぎず、当初の計画を大幅に下回るものであった。貿易収支も1975年か

ら大幅な赤字を記録した。

公共投資主導による経済成長は80年代に入って息切れする。第二次石油ショ

ック（1979～80）による世界不況の深化、一次産品交易条件の悪化、インフ

レ鎮静化による実質金利の負担増等によって経常収支が大幅に悪化し、実質

経済成長率は80年（４９％）、８１年（3.5％）、８２年（1.9％）、８３年（1.1％）、

84年（-6.8％）、８５年（-3.8％）とダウンし、戦後最大の経済危機を迎えた

(表３）。ベニグハアキノが帰国した前年（1982年）には一入当たりＧＮＰ

が低下し始め、経常収支、財政の赤字幅が戦後最大に達し、外貨準備は１月

分の輸入を賄うのがやっとであった。アキノの暗殺事件はこの経済危機に拍
（６）

車をかけた（政治と経済の絡みについてはﾈ冨島光丘参照)。
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経済研究（第34号）

経済危機の要因は第一に、内外よりの借入による全般的に拡張的な財政政

策である。政府支出のＧＮＰに対する割合は、６０年代の10％から80年代初頭

には16％にも上昇した。特にインフラ、政府施設、政府法人等への出資で構

成されている政府資本支出の割合は、６０年代の15％から80年代には40％前後

に増加した。８０年代に入って政府法人への出資がインフラ支出を上回るよう

になるが、その大半が経営難に陥っているマルコス・クローニーズの民間大

企業の救済とその買い取り、または新規政府法人の設立に使われた。これら

の投資のほとんどが利潤を生まない「不実資産（Non-PerformingAssets)」

となった。ちなみに投資の生産性を示す限界資本／産出係数（生産性の逆数）

は、６０年代の４２から70年代には5.0,80年代前半には９０に上昇した。

第二に、政府支出の増大に伴って財政赤字が拡大したが、それをファイナ

ンスするために多額の対外債務を累積したことである。８０年代初頭の財政赤

字は政府支出の約30％、ＧＮＰの４％にも達した。累積債務は75年の34億ド

ルから85年には６倍の200億ドル（ＩＭＦの推計では266億ドル）に達したが、

その内の公的債務の割合は46％から65％に上昇した。債務の元利支払だけで

も85年で総輸出額の35％に達している。対外資金に依存した安易な経済運営

は、経済規模がほぼ同じで、非産油国であるタイと比較しても明瞭である。

70年代を通してみると、ＧＮＰに対する貯蓄一投資ギャップ、財政赤字、経

常勘定赤字のいずれをとってもタイがフィリピンを上回っているが、ＧＮＰ

に対する対外公的累積債務の割合は1980年で前者が25％で、後者の47％を大

きく下回っている（表４）。

第三に、拡張的な財政政策は拡張的な金融政策のもとで推進された。通貨

供給量（Ｍ１）は60年代の年平均10％から70年代には石油ショック、空前の

資金バラマキ選挙もあって、１７％に上昇した。その結果は二ケタ台のインフ

レにつながり、特に貧民層を直撃した。

第四に、輸出志向を目指しながらも、６０～80年代を通してペソの過大評価

を認めてきたことである。ペソは過去10年間（1975～85）に158％切り下げら
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フィリピンの経済再建計画（嘉数啓）

表４アジア諸国における累積債務、貯蓄ギャップ、財政収支、

経常勘定収支の比較（対ＧＮＰ、％）

1970年代年平均

累積債務

1980年

貯蓄一投資

ギャップ財政収支経常勘定収支

東アジア

韓国

台湾

ホンコン

シンガポール

東南アジア

マレーシア

タイ

インドネシア

フィリピン

南アジア

インド

バングラデシュ

ビルマ

スリランカ

ネパール

８
８
２
８

●
●
●
●

０
１
２
０

－５．１

３．９

4７

３
６
７
６

①
●
●
●

４
１
１
９

３
４
１

－１６０

０．８

－３．３

－１．６

－２．２

－０．７

－２．６

－４．２

－１．４

０．８

－４６

－２．２

－３．１

７
５
０
７

１
２
３
４

０．０

－３．７

－２．６

－１．６

－２９

－６．７

－０．１

－９．２

－４２

－２．２

－６．３

－２．２

－５．７

－３９

２
２
５
１
９

１
３
２
４

注：累積債務は長期、短期を含む。

資料：ＡＤＢ，ＫｅｙＺｍＺＺｃａｔｏｒｓｑ/DeueZOpi几gMCm6e7CozL7ztriesq／ＡＤＢ

（Manila，1986）

ＯＥＣＤ,Erte7"αJDe6tq/、e"eZopmgCozL"triesZ7zZ984(Paris,1985）
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経済研究（第34号）

れたが、物価は328％も上昇した（表３）。その結果、ペソの実質実効レート
（８）

(よl0％以上も過大で、貿易収支の改善を抑帝Ｉした（ＩＭＦ報告書参照)。

第五に、政府とマルコス・クロニーズ（取り巻き財閥）とよばれている民

間大企業との癒着による産業の独占化である。マルコス政権は中央銀行、政

府系銀行、開発公社等よりの融資をフルに利用してクロニー財閥の強化を図っ

ただけでなく、それら民間財閥の対外借金まで保証した。さらに政府の過剰

介入、放慢経営で危機に陥ったクロニー系民間銀行、企業を政府が次々と買

収した。その数は現在わかっているだけでも銀行６行を含む216社に上ってい

る。政府の外貨と民間活力を食い潰したクロニー財閥の拡大に発せられた大

統領令（ＰＤ及びＬＯＩ）はじつに千本近くに上った。

第六に、上記の国内要因と並んで、石油ショックを契機とした世界的なス

タグフレーション、第一次産品価格の暴落が国内経済運営の失敗に拍車をか

けた。1972年を100としたフィリピンの交易条件は70年代、８０年代前半を通し

て傾向的に悪化し、1985年には56年に落ち込んだ（表３）。対外累積債務の

大半はこの交易条件の悪化によって説明出来る。特に、主要輸出品である砂

糖、ココナツ油、バナナ、銅の国際価格は過去15年間（1970年～85）に大幅

に下落した（表５）。

第七に、農村部を犠性にして推進された輸入代替工業化政策の挫折、クロ

ニーズムによる産業の独占化、マクロ経済政策の失敗、インフレ、交易条件

の悪化に人口増が重なって、貧富の格差が拡大し、社会・政治不安が高まっ

た。国家センサス統計によると、６０％の最貧世帯の所得の総所得に占める割

合は1971年で25％であったが、1979年には22.5％に低下した。他方、最富裕

層10％の占める所得は、37.1％から417％に上昇した。工業／農業の－人当た

り雇用者所得格差も60年代の2.6から70年代には2.8へと拡大した。さらに1972

年を100としたマニラ製造業の実質賃金率は、1980年には熟練工で534に低下

した。1985年の一人当たり所得（1,644ペソ）は10年前の水準に逆戻りし、タ

イにも大きく差をつけられた。
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フィリピンの経済再建計画（嘉数啓）

表５国際商品価格の動向（1985年ドル価格）

実績 短期 長期

単位１９７０１９８０１９８１１９８２１９８３１９８４１９８５１９8６１９８７１９８８１９８９１９９０１９９５２０００

エネルギー

石油＄／bb１３．６２９．１３２．６２９．９２７．９２７．７２６．７１１.９１３．７１５．２１５．１１４．９１７．４２３．５

石炭＄／ｍｔ‐41.054.050.044.049047.039.036.０３７．０３９．０４００４２．０４５．０

食品

コーヒー＄／ｋｇ３１５３２９２６８２９７２８７３２０３２１３９０３１３２８０２８１２８５２８８２９５

カカオ＄／ｋｇｌ８５２４９１９８１６７２１０２４１２２５１８５１８０１７１１６７１６５１７２１８２

茶＄／ｋｇ３００２１３１９２１８６２３１３４８１９８１８１１９７２０８２１３２１７２２５２３４

砂糖＄／ｍｔ２２２６０４３５６１７９１８５１１６９０１３６１６１２１４２６４３２２２６５２５３

牛肉＄／ｋｇ３５７２６４２３５２３０２４２２２９２１５１９５１９７２２４２３４２４６２５５２６３

バナナ＄／ｍｔ４５３３６２３８２３６１４２５３７３３８９３５９３５６３５４３５２３４９３３５３２１

オレンジ＄／ｍｔ４６０３７３３８５３７１３７０３５５３９８３３７３３７３４８３５７３５４３３８３３４

米＄／ｍｔ３９５４１４４５９２８２２７４２５４２１６１８５１８９２０６２２４２３３２１４２０６

小麦＄／ｍｔｌ７２１８２１８７１６０１６８１６７１７３１４１１１９１３０１４１１４７１３６１３３

メイズ＄／ｍｔｌ６０１２０１２４１０５１３５１８７１１２８７１００１０４１０３１００９５９４

モロコシ＄／ｍｔｌ４２１２３１２０１０５１２８１２０１０３８３９５９９９８９５９０８９

油脂

パーム油＄／ｍｔ７１２５５７５４３４２９４９６７３４５０１２４３２３２２８６３２９３７４４５０４２０

ココナツ油＄／ｍｔｌ,０８８６４３５４２４４７７２３１,１６３５９０２４８２３６２９４３３６４２８５００４８２

落花生油＄／ｍｔｌ,０３７８２０９９１５６４７０４１,０２４９０５５１８４９８５０８５４０５７９６００５３０
大豆油＄／ｍｔ８４１５７１４８２４３１５２２７２９５７２３３６３２２３５２３８２４１０４７５４４０

大豆＄／ｍｔ３２１２８３２７４２３６２７９２８４２２４１９８１８０１９２１９７２００２０３２００

コプラ＄／ｍｔ６１６４３３３６１３０３４９１７１５３８６１６２１５４１９１２１９２７８３２５３１２

ヤシ＄／ｍｔ４６０３３０３０２２５５３６２５３２３２６１２１１１５１４４１６４２０９２４４２３４

粉末落花生＄／ｍｔ２８０２３０２２６２００２２７１８８１４３１４６１３９１４７１４９１５０１４４１４０

粉末大豆＄／ｍｔ２８５２５０２４０２１１２３５１９８１５７１５９１５３１６４１６５１６６１５８１５４
非食品

綿Ｃ／ｋｇｌ７３１９８１７５１５４１８４１８０１３２８５９４１０３１２４１３７１６５１６５

ジユート＄／ｍｔ７５１２９４２６２２７５２９９５３５５８３２４３２５８２８８３１４３３１３００３００

ゴムＣ／ｋｇｌ２６１５５１１９９７１２３１１１９２８１８４８８９２９６１０８１１０

＄／ｍｔ2,7062,1972,2342,3222,2232,0041,9061,6811,7001,7401,7901,8501,8451,744タバコ

木材

丸太（ラワン)＄／ｃｕｍｌＯ１１８４１３７１４０１３４１５２１３２１３３１３７１３７１３８１３６１４４１４９

丸太（サペリ）＄／ｃｕｍｌｌ８２４０２０２１７０１５９１７７１７４１８６１８９１８８１８８１９０１９５１９５

製材＄／cum２５５３４９２９９２９１３０１３０９２７６２３９２４０２４１２３７２３６２３５２３９
金属・鉱石

銅＄／ｍｔ3,8712,0841,6561,4261,5761,3871,4171,2681,2881,3491,3801,4161,6011,601
錫Ｃ／k99841,5701,3371,2471,2911,2541,１９２５１８４２９５０９６２８７１１７４３７３５

ニッケル＄／ｍｔ7,7986,2265,6594,6604,6274,7884,8993,5753,8204,0384,1414,2204,0153,715
アルミ＄／ｍｔｌ,4801,6521,2721,0221,4801,3811,1101,1461,1801,3141,3641,3641,5061,494
鉛＄／ｍｔ８３３８６５６９１５２６４２１４４６３９１３４５３５２３６４３６８３８０４１１３８２
亜鉛＄／ｍｔ８０８７２７８０４７１８７５７９２９７８３６１１６１８６６１６９５７１１７９５７９４
鉄鉱石＄／ｍｔ４１．６２５．５２３．１２５．０２３．８２３．４２２．７１９.５１８．７１８．４１７．９１７．５１５．９１４２

ボーキサイト＄／ｍｔ３２．９３９．４３８．０３４．７３４．４３３．２３０．０２４.８２２．３２２．０２３．４２４．８２５．８２５．９

注：－データなし。

資料：WorldBank，PrjceProSpects/bFMVorPrimaryCommodiZZes,ｖｏ，１，Reportｎｏ、814／８６
（Washington，Ｄ、０，Octoberl986）．
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経済研究（第34号）

フィリピン大学経済学部のグループは前述の『フィリピン経済危機の分析』

に引き続き、危機突破の処方せんとも言うべき『回復と持続的成長に向けて
（８）

(TowardsRecoveryandSustainableGrowth)」（1985年９月）と題する

報告書を公にした。アキノ政権の樹立と同時に、これら報告書の中心メンバー

であったソリタ・モンソド講師が国家経済開発庁（ＮＥＤＡ）の長官に抜擢

され、経済再建計画の陣頭指揮をとることになった。上記の報告書をベース

にＮＥＤＡの附属機関であるフィリピン開発研究所（ＰＩＤＳ）によって作

成された『経済再建と長期成長一改革への課題（EconomicRecoveryand
（９）

Long-runGrowth：AgendaforReforms)』（1986年５月）と農村振興|乙

焦点を当てた『フィリピン農村振興の政策課題（AgendaforActionforthe
n0）

PhilippineRuralSector)』（1986年10月）がその後1こ策定される中期経済

計画のたたき台となった。

Ⅱフィリピン経済再建計画

1986年12年12日、アキノ大統領の署名で発効した『フィリピン中期経済計

画、1987～1992年』（以下『計画』）は６部13章、439ページよりなっている。

ここでは特に計画のフレームを中心にその実行可能性について検討する。

１．計画のフレーム

計画の基本目標は人権の尊重、貧困の軽減、効率的な政府の役割の縮少を

基本原則に雇用の拡大、公正な所得配分、持続的な経済成長を実現すること

にある。そのための戦略として、需要主導(demand-led)、雇用創出(employ-

ment-oriented）、農村開発（rural-oriented）が掲げられている。従来の経

済計画と基本的に異なる点は、先ず第一に、経済開発への国民の自発的な参

加である。マルコス政権下でもバランガイと称する小単位の自治組織を全国

各地につくったが、実際には大統領の権限を強化するために利用されたに過
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ぎない。第二に、開発における市場原理を重視し、不効率、汚職、産業の独

占化につながった政府の経済介入を最小限度にとどめる。第三に、これまで

の政府主導による都市型資本集約的輸入代替工業化政策を転換し、貿易自由

化、比較優位原理にもとづく中小労働集約的企業の育成を図る。企業保護の

あり方も不透明な許認可、割当、補助制度から、関税等の透明な制度に切り

替えていく。第四に、人口の７割を占める特に地方の貧困層を解消するため

に、都市より農村を重視し、食糧の自給率を高める。そのために前政権下で

意図されていながら不成功に終った抜本的な農地改革を断行する。第五に、

農村工業の導入、農産物の多角化等を通して、農業と工業とのリンケージを

重視し、相互に国内需要を創り出すメカニズムを促進する。第六に、対外債

務管理を強化し、過大評価の傾向にあるペソの適宣切り下げを図ろ等である。

計画期間中のアメリカの年平均経済成長率を3.5％,世界の年平均インフレ率

４４％等を前提にして、年率68％の実質経済成長、7.6％のインフレ、4.4％の

－人当たりＧＮＰ（1972年価格）成長率を見込んでいる（表６）。目標年次

(1992年）の－人当たりＧＮＰ（2,064ペソ）はこれまでの最高値である1981

年（1,932ペソ）にほぼ匹敵することから、本計画は正しく「経済再建計画」

といえる。しかしマルコス政権がやってきた対外借金一>輸入代替工業化一

→外貨危機一→経済危機とういつかは破綻が予想された路線での経済再建で

はなく、経済の構造改革を前提としたものである。

成長の源泉を産業部門別に見ると、建設業が年率16.5％と最も高く伸びる

と想定されているのに対して、計画で最も重視している第一産業の伸び率

（５％）は製造業のそれ（7.6％）を下回っている。建設業の伸び率が格段に

高いのは、1972～76年の経済危機で落ち込み率が最も高かったこと、短期的

な経済回復（誘い水）策の柱であること、農村振興のための基盤整備（先行

投資）が必要であること等によるものである。従って、計画初期年度(87～88）

の伸び率は20％を超している。他方、第一次産業は後年度に行くにつれて成

長率が高くなっている。
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表６フィリピン中期経済計画主要指標、1986～92年

単位１９８６１９８７１９８８１９８９１９９０１９９１１９９２１９87～92平均

人口(1)

増加率

都市人口比率

労働力人口

増加率

失業率

国民総生産(2)

成長率

一人当たりＧＮＰ

成長率

第一次産業成長率

構成比

製造業成長率

構成比

建設業成長率

構成比

電気、ガス、水成長率

構成比

サービス業成長率

梢成比

総国内投資成長率

対ＧＮＰ比

総国内貯蓄対ＧＮＰ比

投資一貯蓄ギャップ(3)

うち公的部門

公共部門赤字

対ＧＮＰ比

貿易収支

経常収支

資本収支

直接投資

総合収支

ソ
人

人

万
％
〃
万
％
〃
朧
％
》
％
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

百
百

０１

０
４
５
５
９
８
４
１
７
３
０
５
３
９
１
０
０
４
３
３
６
０
０
０
３
３
９
６
３
１
１
８

６
４
Ｏ
Ｌ
３
Ｌ
９
Ｌ
弱
Ｌ
３
９
ｕ
３
５
４
４
Ｌ
０
９
３
５
６
Ｌ
５
０
４
０
０
Ｌ
Ｏ
Ｏ

５
２
４
２

１
８

０
一

２
２
１

３
－
１
１
－

３
一

一
一

１
『

４
１
０
２
３
６
３
５
１
０
０
７
０
９
５
７
５
４
８
３
４
７
４
３
７
７
０
１
４
８
１
２

Ⅲ
４
１
２
３
０
６
６
船
４
４
８
Ⅵ
３
５
４
６
１
６
９
４
８
Ⅵ
Ｌ
２
Ｏ
３
Ｌ
０
０
０
Ｌ

５
２
４
２

１
９

０
２

２
２

３
３
１
１

２
』
一
』

１

７
８
６
９
２
０
９
９
４
４
５
０
０
９
９
３
０
４
６
５
４
１
５
６
１
８
２
２
９
９
１
８

８
８
１
２
３
９
１
６
門
４
４
８
Ⅵ
３
０
５
８
１
Ⅵ
９
０
Ｌ
８
２
２
Ｚ
２
Ｌ
Ｏ
Ｏ
０
Ｌ

５
２
４
２

０
０

２
２
２

３
２
２
１

１
』
一
一

１
１

６０．１

２．３４

４２．１

２３．７

３．５

7.7

108.6

6.7

1,808

４．３

５．０

２７．６

７．５

２４．１

１２．７

５．６

８．０

１４

６．７

３９．５

１６．３

２２．９

２０．１

２．８

２．２

１９．７

２．１

‐1.3

-1.1

-0.9

0.1

-2.0

５
０
７
４
０
５
２
０
１
６
５
２
８
３
７
８
０
５
２
５
８
７
６
１
６
２
３
５
３
３
２
７

Ｌ
３
２
４
３
６
６
爪
朗
４
６
Ⅵ
Ⅵ
４
１
６
９
１
Ⅵ
９
４
４
Ｌ
３
２
６
２
Ｌ
１
Ｌ
０
２

６
２
４
２

１
０

２
２
１

３
１
２
２

２
－
』
・

』

１
１

９
６
２
２
３
６
３
９
７
５
５
８
０
５
０
１
０
５
５
４
３
６
４
２
２
０
９
６
５
４
２
０

２
２
３
ａ
３
６
４
６
ｗ
４
５
６
８
４
２
６
９
１
６
９
Ｌ
５
２
３
２
４
Ｌ
Ｌ
Ｌ
１
Ｏ
３

６
２
４
２

２
９

２
２
１

３
１
２
２

２
－
一
』

』

１
１

３
１
８
０
２
９
７
７
４
４
５
６
４
５
１
６
０
６
９
７
８
７
６
１
４
２
２
７
７
３
２
０

４
２
３
６
３
４
２
６
帖
４
６
６
８
４
６
６
０
１
４
８
０
６
３
３
１
Ⅵ
Ｌ
Ｌ
Ｌ
Ｌ
Ｏ
３

６
２
４
２

３
９

２
２
１

１
３
１
２
２

１
－
一
一

１
２

２
７
１
３
３
２
８
６
４
０
５
６
２
５
７
４
５
６
３
０
３
６
７
２
８
１

３
２
４
３
Ⅵ
３
６
妬
４
丘
Ⅵ
爪
４
６
５
８
１
６
９
８
３
０
２
２
０
２

２
４
２

１
０

２
２
１

３
１
２
２

２
１

１

億ペソ

％

10億ドル

"

"

″

"

注：(1)推計値。(2)1972年価格。(3)対ＧＮＰ比。

資料：Mediu'7z-TeﾉmPMiPpj'zeDeue/Op'7ze'zUPZa几,ノ987-J992より作成。
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表７フィリピン主要農産物の生産推移、1985～92年

（暦年、千メトリックトン） 年平均

成長率

1985実積1986推計１９８７１９８８１９８９１９９０１９９１19921987-92

総生産

食糧作物

米

トーモロコシ

野菜

イモ

キャッサバ

ピーナツ

豆類

その他

換金作物

ココナツ

砂糖

バナナ

マンゴー

パィンァップル

コーヒー

カカオ

タバコ

ァバカ

ゴム

その他

27,383

16,623

8,806

3,863

３４２

７７８

1,690

４５

２７

1,072

10,760

３，１１３

1,664

3,705

３８１

1,490

１３５

６

６０

５９

１３３

１４

27,670

17,115

９，１１３

4,016

３４５

７６５

1,720

４５

２８

1,083

10,555

2,972

1,503

3,721

４００

１，５１８

１４４

７

６８

６９

１３９

１４

28,699

17,836

9,431

4,255

３５５

７９２

1,833

４７

２９

1,094

9,961

1,490

1,330

4,229

４１９

1,574

１５４

７

７０

７２

１５２

１４

29,568

18,358

9,774

４，５１０

３５９

８０８

1,904

４９

３０

1,104

10,097

1,900

1,342

4,318

４３９

1,602

１６４

８

７４

７２

１６４

１４

30,587

19,287

10,141

4,781

３６９

８２３

1,976

５１

３０

1,116

10,269

1,890

1,349

４，４１５

４６０

1,631

１７６

８

７８

７３

１７５

１４

31,831

20062

10,510

５，０６８

３７２

８４０

2,062

５３

３１

1,127

10,514

1,920

1,357

４，５１５

４８２

1,686

１８８

９

８１

７４

１８７

１５

33,231

20,937

10,905

5,422

３８３

８５６

2,146

５４

３３

1,138

10,769

1,954

1,391

4,616

５０４

1,715

２００

１０

８６

７７

２０１

１５

34,701

21,849

11,315

5,802

３８６

８７１

2,236

５６

３４

1,149

1,052

1,987

1,426

4,716

５２７

1,771

２１４

１０

９１

８０

２１５

１５

９
１
７
４
７
９
１
６
２
０
１
５
４
２
７
４
８
４
４
１
２
５

●
●
●
●
●
■
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

３
４
３
６
１
１
４
３
３
１
２
０
１
２
４
２
６
７
５
２
７
１

資料：表６に同じ。
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第一次産業の中心となる農業をもっと具体的に見ると、農業生産量は年率

3.9％で伸びるが、主要食糧ではトウモロコシ（6.4％）、キャッサバ（４１％）

米（3.7％）が大きく伸び、輸出用農産物（commercialcrops）では額は小さ

いが、多様化農業の典型例とされているカカオ（7.4％)、ゴム（7.2％)、コー

ヒー（６８％）、タバコ（５４％）に期待が寄せられている（表７）。他方、伝

統的な輸出農産物であるココナツ（０５％）、砂糖（１４％）は現状維持程度で、

輸出の大黒柱であるバナナ（２２％）とパイン（２４％）も従来のような成長は

期待していない。

農業振興策として、土地改革、現在米とトウモロコシに適用されている価

格支持制度の効率的な運用、農業信用の強化等を掲げている。なかんづく土

地改革は地方振興の最重要緊急課題として位置づけされている。向こう６年

間に約３百万ヘクタールの土地調査を実施し、６９万戸の小作農家を対象に－

万ヘクタールの小作農地の分醸移転、２万２千戸に３万ヘクタールの大農園

(hacienda）の分譲移転、２２万戸に－万ヘクタールの土地貸与、再入植等が計

画されている。土地改革の当面の対象作物は米とトウモロコシで、砂糖は検

討課題として残されている。

中期計画の－大特徴は、２０年にわたるマルコス政権によって著しく歪めら

れてきた所得分配構造を是正しながら経済再建を図ろところにある。1985年

時点で最低必要カロリーを満たし得ない「絶対的貧困家庭」が全体の59％を

占めているが、これを目標年次の1992年までに45％まで下げる計画である。

しかし人口増大のため、貧困家庭の絶対数は約６百万戸と85年の水準と変わ

らない。特に貧困家庭の６割強を占める地方にターゲットが置かれ、同期間

に貧困家庭の割合を64％から48％に改善する目標を掲げてる。

保護貿易による国内企業の育成か、それとも貿易自由化による対外競争力

の強化、かをめぐって計画策定中にホットな議論が交わされてきた。フィリ

ピン商工会議所（ＰＣＣ）は前者の立場をとり、ＮＥＤＡ、学者グループは

後者の立場であった。計画に織り込まれた数字からする限り、輸出入とも年
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率14％で増加する貿易拡大型となっている。過去６年間に輸出（年率マイナ

ス４％）、輸入（同マイナス7.5％）で縮小均衡したことを考えると無理から

ぬことである。しかし貿易収支と経常収支の黒字幅は期間中に年を追って拡

大し、1992年には両者とも17億ドル（ＧＮＰの3.2％）に達する見込みである

(表６）。しかも直接投資がネットで前期（87～89年）１億ドル、後期（90～

92年）の２億ドルしか増加しないことから、長期資本収支も赤字が拡大し、

総合収支の赤字は87年の12億ドルから92年には30億ドルに悪化する。総合収

支の赤字に対外債務の支払等をプラスし、新規通貨発行高、債務のリスケ額

等をマイナスしたのが計画期間中に新規に対外から調達すべき必要資金量で

ある。この額は６年間で７億ドルになる。その結果、フィリピンの累積債務

は年率４％で増加し、８７年の270億ドルから92年には330億ドルに達する見込

みである。しかしＧＮＰが年率6.8％で成長するので、累積債務／ＧＮＰ比率

は低下する。これはＩＭＦ－世銀の勧告（債務の増加率をＧＮＰまたは輸出

の増加率の範囲内に抑える）に沿うものであるが、同時に、計画の中で繰り

返し強調されている「成長志向型の債務管理政策（growth-orienteddebt

managementpolicy）」とも合致するものである。

商品毎に輸出を見ると、ここ数年成長を記録してきたココナツ製品、砂糖、

銅等の伝統的な一次産品が年率128％で伸びるというかなり強気の読みをし

ている（表８）。従来輸出を主導してきた電化製品、衣料等の非伝統的な輸

出商品はすでに全輸出額の７割強を占めているが、計画期間中も年率16％で

伸びることが期待されている。輸入では投資需要の増大を反映して資本財が

最も高率（17％）で伸びる反面、輸入の２割近くを占めていた石油が代替エ

ネルギーの開発、価格の安定等を見越し相対的に低い伸び率（８％）に抑え

られている。過大評価が問題になっているペソについては、自由相場に任せ

る姿勢である。

先に見たように、経済再建計画の基本原則の一つが民活による政府の役割

の縮小である。政府最終需要は計画期間中に年率８３％で伸び、民間のそれ
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表８フィリピンの商品別輸出、1986～92年

（千メトリックトン，百万ドル，％） 年平均成長率

数量 金額 1987～９２

数量金額1986１９８７１９９２１９８６１９８７１９９２

伝統的商品

コプラ９１９０１００

ココナツ油1,197７８６７９５

細粒ココナツ６８８７１７１

コプラケーキ６６１５２４５３１

砂糖２００１９４１９４

丸太（'000Ｃｕ.、.）２９６

木材（'000Ｃｕ.、.）４６０６２４９９６

合板（'000cum.）１７５２７０５１１

銅３４９３５３４２２

金（'000トロイオンス）３２８３４０５１６

その他

非伝統的商品

製造業

電気､通信機器

繊維

銅板１２９１２９１５７

その他

非製造業

バナナ８６０９０３１，０８８

コーヒー５０５２７１

その他

特殊貿易

再輸出

輸出計

1,191

１１

３２５

４１

５３

７６

２７

８５

３８

８９

１１２

334

3,363

2,791

９００

７００

178

1,013

５７２

１２８

１５０

２９３

８

４２

４，６０４

1,106

１４

１８２

５４

３６

７６

2,024

２７

３２９

１３０

５７

８３

12.8

14.0

12,6

19.2

９．６

１．８

２．１

０．２

１４５

０．３

１２０

６１

９５

１２４

344

3,815

3,156

1,010

７８４

183

1,093

６５９

１４１

１６２

３５６

１６

48

4,985

２３５

１４１

１３６

２２９

６５７

7,971

6,767

1,820

1,428

２７１

3,248

1,204

２０６

２２２

７７６

２７

100

10,122

9.8

13.6

３．６

８．７

４
２
４
１
８
９
５
５
４
２
３
８
９
５
９
０
８
１

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
■

４
８
７
３
３
５
６
２
０
８
４
２
７
６
６
１
５
４

１
１

１
１
１
１
１
１

２
１

１
１
１
１

４０

3.8

6.4

注：1986年は推計。

資料：表６に同じ。
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(3.7％）を上回っているが、従来大きく増加してきた政府建設投資の伸び率

(11％）は民間（19％）を大きく下回っている。1986年度の公共部門（中央政

府、地方自治体、公企業）は部門間資本移転を除いたネットで300億ペソ（

GNPの４９％）の赤字だが、最終年度（1992）には中央政府の赤字削減を中心

に170億ペソ（ＧＮＰの1.2％）まで圧縮する計画である。

フィリピンは人口の９割近くが産児制限に消極的なローマカトリック教徒

ということもあって、アジアで最も人口増加率の高い国の一つである。過去

15年間に年率2.7％で増加し、1986年の総人口は5,600万人に急増している。計

画では産児制限実施家庭を現在の37％から目標年次には46％に強化し、人口

増加率を年率2.3％に抑えるとしている。それでも総人口は６年間に、830万

人（年率138万人）と曰本の倍近くで増加する。雇用問題にはね返ってくる労

働力人口は年率３％（75万人）で増加する。ＧＮＰタームで曰本経済の３％

に相当する経済が、曰本と同じ規模の新規労働力を産業に吸収し、失業率(８６

年で11.8％）を目標年次には４９％にまで改善する計画である。

その他、計画には地域計画、資源、科学技術、教育・人材育成、医療、社

会福祉、社会資本等についても触れられているが、ここでは特に取り上げな

い。

２．経済再建計画の問題点

これまで見てきたように、フィリピンの経済再建計画は、８０年代に入って

深刻化した経済不況からの脱出と構造改革による長期安定成長を意図してい

る。不況対策という短期的な要請と構造改革という中長期的な要請が必ずし

も噛み合っておらず、計画運用面でも多くの問題を残している。問題点の幾

つかを指摘しておこう。

第一に、政府の役割の縮小一民活を基本原則にしているものの、政治経

済環境は逆に政府の役割の増大を要求している。計画の初期の段階では「誘

い水政策（pumpprimepolicy)」の必要性が強調され、政府主導型の経済
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運営にならざるを得ないとしているが、後半からはそれが民の活力に引き継

がれるという想定である。しかしフィリピンの政治経済構造を考えた場合、短

期間で官から民へ経済の主役を移せるとは思えない。先に見た通り、２０年に

わたるマルコス政権下においても、経済危機の都度、民間活力の強化策が打

ち出されてきたが、内外の構造問題に阻まれて成功しなかった。アキノ政権

は前政権の残した負の遺産に手足を縛られており、構造改革への前提である

政府主導の短期的な景気回復さえも不透明である。

第二に、計画の基本戦略になっている農村振興一所得の増大一需要の

創出一雇用の拡大一貧困の軽減というシナリオはその前提となる土地改

革が成功狸に進むかどうかにかかっている。去った６月に政府が発表した土

地改革を柱とする「総合農村改革プログラム（ＣＡＲＰ＝Comprehensive

AgrarianReformProgram）」をめぐって大論争が展開されており、その

決着のありようによってはせっかく安定化に向かいつつあるアキノ政権の屋

台骨を揺さぶり、政治的な混乱を引き起こす可能性すらある。新憲法では抽

象的表現にとどまっていた土地改革の対象範囲、地主への補償、保有地制限、

改革スケジュール等がＣＡＲＰで明らかになった。それによると、土地改革

の対象となる士地は前政権下でも大統領令２号及び27号で推進されていた５６

万ヘクタールの米、トウモロコシ農地（プログラムＡ）、６０万ヘクタールの

遊休地、不在地主地、大統領政治倫理委員会（ＰＣＧＧ）によって没収され

た土地（プログラムＢ）、130万ヘクタールの砂糖、ココナツ、バナナ農地

(プログラムＣ）、主にスコーターズ（squatters）に占拠されている３万ヘ

クタールの公用地（プログラムＤ）であるが、国民が最も関心をもっている

プログラムＣについては７月に召集される議会に決断を委ねる形になってい

る。砂糖が当面の改革から外されたのは、規模の経済性を考慮した結果との

説明がなされているが、大統領のアキノ家自身が６千ヘクタールの砂糖農園

(HaciendaLuisita）を手放したくないためだとの見方が強い。保有地制限

では、1990年までは地主一人当たり50ヘクタール以下の所有が認められるが、
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1992年には24ヘクタール以下、1997年の最終目標では７ヘクタール以下に制

限される。これに対しては政府内部からも土地の細切れ分配に伴う農業生産

の低下、長期的には農業人口の増大による「貧困の共有化」につながるとの

指摘がなされている。地主への補償についても、土地価格の10％は現金支払、

残りは土地銀行（ＬＢＰ）債権（年利６％、無税、毎年１／10づつ償還)購入

を中心とする三種類の提案を行っているが、地主は全額現金による補償を要

求している。土地改革とその関連プログラムを含むＣＡＲＰ実施の必要資金

は、中期計画の６年間に460億ペソ（年率でＧＮＰの１％に相当）するが、資

金調達の目途はたってない。政府案によると、200億ペソは大統領布告50号に

よって設立された資産民営化信託（ＡＰＴ）によって進められている不実資

産（ＮＰＡ）の売却収入、200～250億ペソはＰＣＧＧが差し押さえたマルコ

ス系の資産を処分することによって調達可能だとしている。しかしＡＰＴの

資産400件のうち、実際に売却出来るのは30件程度で、ＰＣＧＧが現金化でき

るのもせいぜい60億程度だと言われている。しかも資産処分に、裁判手続き

もあって、かなりの時間と費用がかかることも見逃せない。フィリピン開発
（１１）

研究所（ＰＩＤＳ）の最近の報告書|こよると、新憲法で定められている市場

価格による土地買い上げ補償は、条件のいい外国援助を前提にしない限り不

可能である。

第三に、中期計画は、企業および農村地域の活性化のために、輸入代替的

な保護措置の撤廃、または不透明な数量規制から関税規制への移行をうたっ

ているが、保護企業の抵抗と政府内部の意見対立もあって早くもその実行｣性

が危ぶまれている。ＩＭＦ－世銀の勧告を受けて、1986年中に約1,300品目の

輸入自由化を実現するはずであったが、実際には299品目が繰り延べられた。

特に中期計画の叩き台となった『改革への課題」（86年５月）の中で、経済

不効率の最たる例だとして強くその廃止がさけばれた段階的自動車製造ﾌﾟロ

グラム（ＰＣＭＰ）や段階的トラック製造ﾌﾟログラム（ＰＴＭＰ）にはなん

ら手がつけられていない。原材料、中間財、最終財の順に自由化すべきだと
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主張している計画の担当庁であるＮＥＤＡやＵＰの経済学者は、自由化に伴

う企業、雇用、国際収支への影響を明確に把握しているとはいいがたい。さ

らに、特に為替を含む一連の貿易自由化措置が、フィリピンでは批判的に見

られているＩＭＦ－世銀の音頭で行なわれていることから、国民のコンセン

サスが得にくいということがある。

第四に、輸入代替から輸出代替への戦略転換も容易ではない。計画では特

に製造業を中心とする非伝統的労働集約的な輸出に力をいれているが、主要

輸出市場であるアメリカでの保護主義の高まり、アジア新興工業国(ANICs）

やアセアンとの競合、国内の労使関係の悪化等を考えると、年率17％の製造

業輸出の伸びはどう見ても過大である。ココナツ、バナナ、砂糖等の農産物

の輸出についても同様なことがいえる。前述の通り、農産物はインド、イン

ドネシア等での自給化の高まり、技術革新等の進展があって、ここしばらく

過剰気味に推移し、価格の低迷が予想されている。例えば世銀予測によると、

ココナツ油は1985年のトン当たり590ドルから、1990年には428ドルへ、バナ

ナは389ドルから349ドルへ低下する（表４）。多様化農産物として期待され

ているコーヒーやカカオ価格はさらに低下するとことが予想されている。ア
（１２）

ジア開銀のエコノミストが才旨摘しているように、計画の重点目標になってい

る農業基盤整備も、その収益効果を度外視して行うと農業における不実資産

(ＮＰＡ）につながりかねない。

第５に、計画実行に必要な投資資金をどのように調達するかである。６年

間の公共投資総額4,129億ペソ（ＧＮＰの６％）のうち、2,580億ペソ（62％）

は財政収入等の自己財源より、704億ペソ（17％）は対外借り入れ、886億ペ

ソ（21％）は国内借り入れにより調達する計画である。自己財源は86年の190

億ペソから92年には510億ペソと2.7倍も増加し、自己財源比率は38％から７７

％にアップする。しかし過去６年間を見ると、自己財源実積は81年の250億ペ

ソから86年の190億ペソと減少しているのである。種々の輸出税の廃止、輸入

の自由化、政府独占企業の解体等により、財政収入はむしろ減少することさ
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え考えられる。さらに対外債務に対する利払だけでも総輸出額の28％（85年）

、財政収入の６割強にも達していることである。対外元利負担は今後も確実

に高まり、政府の投資余力はその分圧迫されよう。

第６に、計画では前期３億ドル、後期６億ドルの外国からの純投資を予定

している。これは過去６年間（81～86年）の２倍強である。フィリピンへの

外国投資は、政治の安定、収益性、投資優遇措置等に依存しているが、どれ

をとっても不確定要素が多過ぎる。日本企業893社を対象に86年９月に行われ
（１３）

たアセアンヘの投資動向調査によると、投資先として最も魅ｶｶﾇあるのはタ

イで、次いでシンガポール、インドネシア、マレーシア、フィリピンの11頂に

なっている。現在５～８年の免税措置等を盛った「包括投資法案（Omnibus

lnvestmentCode)」をめぐって、ＮＥＤＡと通産省（ＭＩＴ）との間で激し

いやり取りが展開されている。

第７に、６年間に577万人（年率96万人）の雇用創出はどう考えても非現実

的である。過去６年間（81～86年）を見ても、就業者は150万人（年率25万人）

しか増加していない。農業の多様化（diversification）によって、新規労働
（１４）

力はおろか、偽装失業者も解１肖しうるとするとするＯｓｈｉｍａ教授の試算があ

るが、多くの現実的でない前提にもとづいている。さらに、過去の産児制限

計画の失敗からして、労働力人口のベースになっている総人口はもっと早い

テンポで増加することが予想され、雇用計画は抜本的な見直しを迫られよう。

最後に、中期計画は、ＩＭＦ－世銀とのリスケ交渉を有利に展開したいと

するアキノ政府の思惑もあって、かなり短期間の審議で作成された。従って、

国民のコンセンサス、特に計画で重視されている地方の意見がどの程度反映

されているかが疑問である。ＧＮＰ等のマクロ指標についてはＮＥＤＡがす

でに改訂作業をしている状況である。計画の細いファローアップもこれから

の課題である。
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おわりに

これまで見てきたように、フィリピンは政治的にも経済的にも未ぞ

うの困難に直面している。二月革命以来、政治的には一応の落ち着き

を取り戻しつつあるものの、マルコスロイヤリスト・国民党を中心と

する根強い旧体制勢力の存在、アキノ政権樹立後も増大している共産

ゲリラ、軍事クーデターの可能性、アキノ政府内部での旧体制派と改

革派・人権擁護派の確執等の不安材料を抱えており、未だに経済再建

に向けて全力投球出来るような状況にない。しかし、経済再建が遅れ

れば遅れる程アキノ政府はその支持母胎である国民大衆から遊離し、

再び政治の混乱を招きかねない。アキノ人気が色あせないうちに、な

んとか経済再建を軌道に乗せたいとするのがアキノ政府共通の認識で

ある。これはまたアメリカのフィリピンに対する基本戦略とも一致す

る。コラソン・アキノに取って代わるだけの指導者がいないだけに、

かりにアキノ政権の崩壊という事態が起これば、アセアンはもとより、

日本を含む近隣諸国への影響は大きい。

しかし、経済再建への道のりは険しい。マルコスが残した負の遺産

を清算するだけでも十年以上はかかるとする見方もある。再建計画が

発表されるやいなや、財界からは「反大企業（anti-bigbusiness）」の

要素が強いと批判され、また民族主義者からは従来と全く変わらない
（15）

ＩＭＦ一世銀指導による経済の従属路線だけの批半Ｉを受けている。農

村振興を基本とした経済の開放路線は、前フィリピン大学のジュラド
（16）

教授が指摘しているように、過去にも何回か試みられながら失敗|こ終っ

ている。今回と過去の大きな違いは括弧つきの「革命政府」の出現だ

が、実際に経済を動かしているのは旧体制派の財閥である。

フィリピン経済を取り巻く内的環境もさることながら、外的環境も

厳しい。保護主義の高まり、一次産品価格の長期低迷、労働集約的製
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造業輸出の競争の激化、政府開発援助（ＯＤＡ)、民間投資を含む開発資金調

達の困難性、累積債務返済の増大等である。
（17）

しかしながら、明るい材料も出つつある。ＮＥＤＡＩこよると、1986年の実

質ＧＮＰの成長率は、修正予測（013％）を上回って1.51％、８７年の－．四半

期は5.53％を記録した。その背景として一次産品市況の回復、内需拡大、ペ

ソの安定、国内物価の安定、政府への信頼度の増大を挙げている。経済再建

にとって不可決なこれら明るい材料の強化は、曰本、アメリカの対外政策に
（１８）

大きく依存している。サックス教授ｶｺﾞ提案しているフィリピン経済再建のた

めの曰本版マーシャル・プランの実現、フィリピン産品への日本市場の開放

等は長い目で見ると国益にもつながるはずである。
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